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【今月の問い】 

Ｑ．ニュースダイジェスト               で紹介した以下の記事を読み、以下の①～③

について考えよう。 

 

広島原爆写真 「世界の記憶」へ推薦 

政府は、広島市と中国新聞社など報道機関５社の共同申請による「広島原爆の視覚的資料

－1945 年の写真と映像」を、国連教育科学文化機関（ユネスコ）の「世界の記憶」の国

際登録に推薦すると決定した。登録されれば、広島の被爆関係資料では初めてで、核の惨

禍を国内外に発信する後押しとなる。2025 年春にユネスコ執行委員会で可否が決まる

見通し。資料は、被爆した市民や報道カメラマンをはじめ 27 人・２団体が、1945 年８

月６日から 45 年 12 月末までに撮影した原爆写真 1,532 点と動画２点からなる。米軍

による原爆投下当日の市民の惨状を捉えたカットなど、代表的な原爆記録写真や、45 年

９月 22 日公開のニュース映像と、９～10 月に学術調査団に同行して撮影された記録映

像などが含まれる。       （ニュースダイジェスト 2023 年 11 月 29 日より） 

 

① 世界で発生している紛争の原因にはどのようなことがあるだろうか？ 
 
 

 
 

 

② 紛争をなくすために何ができるだろうか？ 
 

 

 

 

 

③ 汚職や賄賂をなくすためにはどうすればよいだろうか？ 
 

 

 

 

※次ページの解説も参考にしよう！ 
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        平和と公正を すべての人に 

SDGs16番は「平和と公正をすべての人に」です。そのターゲット16.1には「あらゆる場

所において、すべての形態の暴力及び暴力に関連する死亡率を大幅に減少させる」と記さ

れており、それを評価するための指標として、「10万人当たりの紛争関連の死亡者数」「居

住地域を一人で歩いて安全と感じる人口の割合」などが設定されています。また、紛争地域

では、それを取材する側が被害を受けることも少なくないため「ジャーナリストや人権活動家

の保護」なども指標として設定されています。 

国連には「安全保障理事会」があります。これは国連憲章のもとに、国際の平和と安全に

主要な責任を持つ組織で、常任理事国５か国（中国、フランス、ロシア、イギリス、アメリカ）と

非常任理事国10か国から構成されています。また、「核兵器の不拡散に関する条約

（Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons；NPT）」には191か国が参

加していて、核兵保有国がこれ以上広がらないようにするために、世界を挙げて対策に取り

組んでいます。 

しかし、そのような努力も空しく、世界中には、紛争・戦争が行われている地域があり、多く

の人が命を落としている現実があります。長引くロシアのウクライナ侵攻、イスラエル-パレス

チナ紛争をはじめ、シリア、アフガニスタン、リビア、イエメンなどは内戦状態にあり、多くの市

民が巻き添えとなり命を落としています。 

この度、日本政府は、被爆後の広島のようすを写した写真や動画をユネスコ「世界の記

憶」に推薦することを決定しました。この取り組みは「世界的に重要な記録物への認識を高

め、保存やアクセスを促進すること」を目的として、２年に１回の審査を経て登録される仕組

みになっています。1992年に事業が開始されてから国際登録、地域登録合わせて約550

件が登録されています。国際登録は、ユネスコ世界の記憶国際諮問委員会が運営・管理し、

地域登録は、世界の記憶アジア太平洋地域委員会が運営・管理しています。これまでに世

界では「ハンス・クリスチャン・アンデルセンの原稿と手紙（デンマーク；1997年登録）」や

「アンネの日記（オランダ；2009年登録）」といった著名な文書も登録されています。わが国

に関連するものとしては、「朝鮮通信使」や「山本作兵衛炭坑記録画・記録文書」など９件

が、これまでに登録されています。 

今回日本政府が広島の原爆写真を推薦することは、世界で唯一の被爆国として、世界に

対して反戦、核兵器の廃絶を訴える絶好の機会になるかもしれません。世界平和を実現して

いくために、日本は大きな役割と責任を負っているのです。 
 

 
今月の SDGs 

※ 北九州市立大学 地域創生学群 教授 眞鍋和博先生に、ゴール 16 について 
解説いただきました。 


